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障がい者総合福祉法（仮称）制定までの間において当面必要な対策について 

※当該対策と障がい者総合福祉法（仮称）との関連についても、可能な限り言及してください。 

 

１ 利用者負担の見直し 

（１）   自立支援医療の自己負担の見直し。 

（２）   入所施設利用者の補足給付の見直し。 

（３）   地域生活支援事業の利用者負担について応能負担とするよう市町村へ指導すること。 

（４）   手話通訳・要約筆記は費用徴収しないこと。（聴覚障害のない者にも必要であり聴覚障害者の

みに負担させるのは公平を欠く。言葉・コミュニケーションという自由権に関する制度であり費

用徴収になじまない。） 

（５）   就労関係事業は費用徴収しないこと（ＩＬＯ条約）。 

 

２  機能障害の種類等による利用制限の緩和 

 （１）   重度訪問介護を肢体不自由者に限らず知的障害者・精神障害者にも。 

 （２）   ケアホーム・グループホームを知的障害者・精神障害者に限らず身体障害者にも。 

 

３  障害者手帳を持たない障害者への対応 

疾患・機能障害を示すもの（医師の診断書、特別支援教育の記録など）をもとにサービス申請を受

付け、サービス利用計画を作って支給決定する。必要に応じて審査会の意見も活用する。障害程度区

分認定調査のシステムは、障害者手帳所持者を念頭につくられているが、その所持者においても当て

はまりがよくないものなので、手帳非所持者には使わない。 

 

４ 入院時に訪問系サービスを継続利用することを認める。 

 

５ 障害者福祉従事者が公務員と同等の賃金で働けるような仕組み（補助金等）の確立。 
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